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子子育育てて等等支支援援ププラランン  

～ワーク・ライフ・バランスの実現へ～ 
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Ⅰ 総論 

 

 

 （１）これまでの取組 

 我が国の急激な少子化の進行に対応して平成１５年７月に次世代育成支援対策推

進法が制定されました。次代の社会を担う子どもたちが健やかに生まれ、育成される

環境整備に向けて、平成１７年度から１０年間の集中的・計画的な取組として、国、

地方公共団体及び事業主がそれぞれの立場で行動計画を策定すること等を通じて次

世代育成支援対策の推進を図ってきたところです。 

本管理組合においても、この法律に基づき、平成１７年度から平成２６年度までの

１０年間を期間とする特定事業主行動計画を策定し、職員が仕事と子育てを両立でき

るような環境整備などの取組を進めてきました。 

また、法律の有効期限が平成３７年３月まで１０年間延長となったことを受けて、 

 「行動計画策定指針」に基づき、平成２７年度から平成３１年度までの５年間を計画

期間とした特定事業主行動計画（「子育て等支援プラン」（以下「プラン」という。））

を策定し、職員が子育てしやすい職場づくりを進めてきました。 

（２）計画の目的 

  令和２年度から令和６年度までの５年間を計画期間とした今計画の策定に当たっ

ては、社会経済環境の変化や職員ニーズに対応した見直しを行うこととし、より一層、

必要な環境整備、その他の次世代育成支援対策を実施することにより、すべての職員

がワーク・ライフ・バランスを確保でき、子育てなどそれぞれの生活状況に応じて働

きやすいと実感できる職場環境づくりを更に前進させようとするものです。 

  職員１人ひとりが、年齢、男女の別、子どもの有無に関わらず、このプランの趣旨

を理解し、それぞれの立場で次世代の育成にふさわしい職場環境の実現につながるよ

う取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

令和２年３月 

苫小牧港管理組合特定事業主 

苫小牧港管理組合管理者 

１ はじめに 
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  令和２年４月１日から令和７年３月３１日までとする。 

 

 

 

(1) 次世代育成支援対策に関し、管理職や職員に対する研修の機会の提供、電子掲

示板等を利用した情報提供等を実施する。 

(2) 今後も職員のニーズを踏まえて、対策の実施や計画の見直し等を行う。 

 

 

 

２ プランの期間 

３ プランの推進体制 
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Ⅱ 具体的な内容 

 

 

(1) 妊娠中及び出産後における配慮 

   ① 母性の保護及び健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度につ 

いて周知の徹底を図る。 

   ② 所属長は、健康や安全に配慮し、業務分担の見直しを行い、業務軽減等に努 

    める。 

   ③ 所属長は、時間外勤務は原則として命じない。 

 

(2) 男性の子育て目的の休暇の取得促進 

 子どもの出生時や妻の産後等の期間中における父親の特別休暇や年次休暇の

取得について周知を徹底する。所属長は、職員に対し当該休暇の取得促進を図る。 

 

(3) 育児休業を取得しやすい環境の整備等 

   ア 育児休業制度等の周知 

①  男性も育児休業、育児短時間勤務又は部分休業等を取得できることや育児休 

業等制度の趣旨について、周知を徹底し、その促進を図る。 

   ② 育児休業の取得手続や育児休業中の経済的な支援等について、十分な情報の

提供を行う。 

  

イ 育児休業等を取得しやすい雰囲気の醸成 

① 育児休業等の取得の申出があった場合は、業務分担の見直しを行う。 

② 管理職に対する研修等において育児休業制度等の理解を促すとともに、管理 

職は、職場の意識改革を図る。 

③ 職場全体で子育て中の職員が、制度を利用しやすくなるよう勧めることや業 

務の応援体制の整備に努める。 

 

＜配偶者出産休暇の実績＞ 

 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

対象者 4人 1人 4人 1人 

取得者数 4人 1人 4人 1人 

取得者割合 100％ 100％ 100％ 100％ 

平均取得日数 1.875日 2日 1.75日 2日 

 

 

 

 職員の勤務環境に関する事項 
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＜育児参加休暇取得の実績＞ 

 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

対象者 4人 1人 4人 1人 

取得者数 4人 1人 3人 0人 

取得者割合 100％ 100％ 75％ 0％ 

平均取得日数 3.5日 5日 2.75日 0日 

 

ウ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

   ① 育児休業中の職員に対し、休業後の円滑な職場復帰を支援するために有益な

情報の提供（通知の送付等）を実施する。 

   ② 復職時において、当該職員の希望があるときは、必要な職場内研修を行う。 

 

＜育児休業取得者の実績＞ 

 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

対象者 女性 0人 0人 0人 0人 

男性 4人 1人 4人 1人 

取得者数 0人 0人 0人 0人 

取得者割合 0％ 0％ 0％ 0％ 

 

 【目標】 

◎女性の育児休業等の取得率１００％を目指す。 

◎妻が出産する場合の特別休暇（配偶者出産休暇・育児参加休暇）２日以上の取得 

率１００％を目指す。 

◎育児休業制度や育児休業中の経済的な支援等について十分な情報提供を行い、男 

性の育児休業等の取得実績を作る。 

 

(4)  女性職員の活躍推進に向けた取組 

ア  女性職員を対象とした取組 

① 育児休業中の職員に対する情報提供など円滑な職場復帰の支援等による両 

 立支援制度を利用しやすい環境の整備 

② 管理職に必要なマネジメント能力の付与のための研修等への参加を促進し、 

女性職員のキャリア形成を支援 

 

  イ  管理職等を対象とした取組 

① ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた意識啓発等の取組 

② 職域拡大等による女性職員への多様な職務機会の付与 

③ 育児などの女性職員の状況に配慮した人事運用 
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④ 女性職員の活躍推進やワーク・ライフ・バランスの推進に関する管理職研 

修等への参加を促進 

  

 (5)  時間外勤務の縮減 

  ア 小学校就学始期に達するまでの子どもがいる職員の深夜勤務及び時間外勤務 

の制限の制度の周知 

小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員に対して、深夜勤務及び時 

   間外勤務を制限する制度について、周知の徹底を図る。 

 

  イ 一斉定時退庁日等の実施 

① 毎週水曜日を定時退庁日とし、庁内放送で呼びかける。 

② ①の定時退庁日に不都合がある部署においては、任意の曜日を各所属におい 

て設定する。 

③ 所属長は、定時退庁を率先垂範するとともに、定時退庁実施の徹底を図る。 

 

ウ 事務の簡素合理化の推進 

① 業務の執行方法等の改善を絶えず意識するとともに、手順のマニュアル作 

成や業務の中でよく発生する疑問、問題等について質疑集を作成する。 

② 所属長は、事務事業の計画的な推進を図るほか、外部委託等や事務処理体 

制の見直しなどにより事務処理の省力化に努め、簡素化及び合理化を図る。 

③ 新たに事務事業を実施する場合は目的、効果、必要性等について十分検討 

し、既存の事務事業についても改善及びスクラップに積極的に取組む。 

     

エ 時間外勤務の縮減のための意識啓発等 

① 所属長は、年間の事務量を見極め、適正な事務分担及び計画的な業務推進 

を図れるよう配慮する。また、特定の係や個人に時間外勤務が集中していない 

かどうか点検し、職場内における業務量の平準化を心掛ける。 

② 各部、室、課ごとの時間外勤務の状況を把握し、時間外勤務の多い職場に 

ついては、所属長からヒアリングを行うなどにより、時間外勤務の縮減につ 

いて注意を喚起する。 

③ 総務課長は、各部、室、課ごとの時間外勤務の状況及び時間外勤務の特に 

多い職員の状況を把握し、その状況を所属長に報告し、時間外勤務に関する 

認識の徹底を図る。 

 

＜３６０時間超職員数＞ 

 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

対象者 3人 3人 7人 13人 
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【目標】 

各職員の１年間の時間外勤務時間数が、上限目安時間３６０時間以内とする。 

 

(6) 休暇の取得の促進 

ア 年次休暇の取得の促進  

① 各部署の業務計画を考慮し、職員が年間の年次休暇取得目標日数を設定し、 

その確実な実行を図る。 

② 部課長会議等の場において、定期的に休暇の取得状況等を報告するととも 

に、所属長の指導を通して年次休暇を取りやすくなるよう職場の意識改革を 

図る。 

③ 所属長は、職員が安心して年次休暇が取得できるよう事務処理に対して相 

互応援が得られる体制の整備を行い、職員の年次休暇取得状況を把握し、計 

画的な年次休暇の取得等を指導する。 

④ 所属長は、職員の意見を聴取し、その意見を尊重し取得時季を指定する等 

年次休暇を取得しやすい環境整備を図る。 

⑤ 総務課長は、年次休暇取得状況を把握し、取得率の低い部署の所属長から 

ヒアリングを行うなどにより、年次休暇の取得促進について注意を喚起する。 

 

イ 連続休暇等の取得の促進 

① 月・金と休日を組み合わせて年次休暇を取得する取組（「ハッピーマンデ

ー」「ハッピーフライデー」）の促進を図る。 

② 国民の祝日や夏季休暇と連続した年次休暇の取得の促進を図る。 

③ 子どもの予防接種実施日や授業参観日等学校行事への参加等のための年

次休暇の取得の促進を図る。 

④ 勤続１０周年等の節目や誕生日等の記念日における年次休暇の取得の促

進を図る。 

    

ウ 子どもの看護を行う等のための特別休暇の取得の促進 

     子どもの看護休暇等の特別休暇について、その周知を徹底するとともに、希 

望する全ての職員が取得できるように職場の意識改革を図る。 

 

＜年次有給休暇取得者の実績＞   

項目 H27  H28  H29  H30 

対象者 54人 54人 53人 54人 

取得者数 53人 54人 53人 54人 

取得者割合 98.1％ 100％ 100％ 100％ 

平均取得日数 11.3日 11.5日 10.3日 9.5日 
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【目標】 

所属長が業務マネジメントと５日以上の休暇取得奨励を一体的に行うことにより

職員の年次休暇の平均取得日数を毎年度０．５日増加させる。 

 

(7) 男女平等参画意識の向上とワーク・ライフ・バランス推進のための啓発 

   固定的な性別役割分担意識や職場優先の環境等の是正を図るため、必要な情報の

提供や意識啓発の研修等への参加促進を行う。 

 

   (8) 人事評価への反映 

ワーク・ライフ・バランスの推進に資するような効率的な業務運営や良好な職場 

環境づくりに向けてとられた行動については、人事評価において適切な評価を行う。 
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Ⅲ おわりに  

 「次世代育成支援対策においては、国民が希望どおりに働き、また、結婚、出産、

子育ての希望を実現することができる環境を整え、人々の意識を変えていくことにより、

少子化と人口減少を克服することを目指す総合的な政策の推進が重要である。」と国が

定めた行動計画策定指針に示されています。 

 本管理組合においても、この計画を通じ、出産・育児に関わっている職員がより子育

てをしやすくなり、子どもの有無に関わらず職員のワーク・ライフ・バランスを図るこ

とができる職場環境が実現され、豊かにいきいきとした生活を送れるよう切に願います。 

 

 


